
令和５年度　未収金の回収目標に係る取組実績  

徴収率（％） 徴収率（％）

96.6% 99.9

徴収率（％） 徴収率（％）

16.2% 9.4

徴収率（％） 徴収率（％）

60.6% 78.6

徴収率（％） 徴収率（％）

2.9% 3.0

徴収率（％） 徴収率（％）

77.0% 61.1

徴収率（％） 徴収率（％）

8.4% 11.5

徴収率（％） 徴収率（％）

54.9% 62.2

徴収率（％） 徴収率（％）

3.6% 4.7

徴収率（％） 徴収率（％）

61.9% 94.5

徴収率（％） 徴収率（％）

10.1% 2.0

徴収率（％） 徴収率（％）

99.9% 100.0

徴収率（％） 徴収率（％）

53.5% 5.0

徴収率（％） 徴収率（％）

97.1% 98.1

徴収率（％） 徴収率（％）

10.2% 18.0

徴収率（％） 徴収率（％）

97.8% 98.2

徴収率（％） 徴収率（％）

11.7% 21.7

徴収率（％） 徴収率（％）

30.1% 80.1

徴収率（％） 徴収率（％）

1.2% 3.6

徴収率（％） 徴収率（％）

100.0% 100.0

徴収率（％） 徴収率（％）

0.0% 69.3

現年度分現年度分

過年度分過年度分

現年度分

過年度分過年度分

児童福祉施設入所者等徴収金
　県立の児童福祉施設へ児童が措置された場
合に、保護者等からその世帯の収入に応じて
徴収する負担金

現年度分現年度分

過年度分過年度分

児童保護委託措置費

　民間の児童福祉施設へ児童が措置された場
合及び里親に児童の養育を委託する場合に、
保護者等からその世帯の収入応じて徴収する
負担金

現年度分

現年度分

過年度分

　県管理河川及び国直轄管理区間における河
川占用許可に伴う占用料

現年度分現年度分

過年度分過年度分

（参考）令和5年度回収目標

地域福祉課

過年度分

現年度分

現年度分

過年度分

過年度分過年度分

保健福祉部

子ども子育て支援室

現年度分

過年度分

　児童扶養手当を受給していた者が、届出の
遅れにより遡及して手当が廃止となった場合
の、受給していた手当の返還金

現年度分

過年度分

児童扶養手当返還金

県営住宅使用料 　県営住宅の入居者から徴収する家賃

現年度分

公営住宅敷金等 　県営住宅の入居者から徴収する敷金

現年度分現年度分

過年度分

過年度分

現年度分

令和5年度回収実績

現年度分

過年度分

現年度分

過年度分

会計 所管部局等 所管室課 債権名 債権の概要
令和5年度末
収入未済額

生活保護費返還金
　生活保護法第63条の規定に基づく返還金及
び同法第78条の規定に基づく徴収金

医療政策室 看護職員修学資金貸付金

　修学を容易にし、県内の看護職員等の確保
及び資質の向上を図るため、看護職員養成施
設及び大学院に在学する者に対して貸し付け
た修学資金の償還金及び遅延利息

一
般
会
計

公営住宅債権管理 　県営住宅の明渡請求後の家賃相当額損害金

現年度分

過年度分

河川占用料

県土整備部

建築住宅課

河川課

4,110千円

216千円

15,374千円

8,298千円

181,606千円

176千円

1,062千円

42,051千円

12,550千円

45,645千円

県営住宅駐車場維持管理費
　県営住宅の入居者のうち、駐車場を使用す
る者から徴収する使用料

216千円

（参考）令和4年度末
収入未済額（決算額）

2,438千円

50,372千円

14,589千円

40,217千円

723千円

373千円

159,489千円

7,511千円

13,443千円
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（参考）令和5年度回収目標令和5年度回収実績会計 所管部局等 所管室課 債権名 債権の概要
令和5年度末
収入未済額

（参考）令和4年度末
収入未済額（決算額）

徴収率（％） 徴収率（％）

100.0% 100.0

徴収率（％） 徴収率（％）

1.1% 1.2

徴収率（％） 徴収率（％）

91.5% 91.0

徴収率（％） 徴収率（％）

12.7% 16.0

徴収率（％） 徴収率（％）

100.0% 100.0

徴収率（％） 徴収率（％）

4.4% 5.6

徴収率（％） 徴収率（％）

99.39% 99.5

徴収率（％） 徴収率（％）

76.0% 76.6

現年度分（平均） 83.3% 現年度分（平均） 90.2

過年度分（平均） 15.1% 過年度分（平均） 17.7

※　R4年度までは「第５次基本方針」に沿って取組を実施していたが、R5年度から「第６次基本方針」となり、取組の対象債権に変更があったもの。（【追加】：河川占用料、公営住宅敷金等、【除外】心身障害者扶養共済制度掛金）
※　本資料は、「第６次基本方針」の対象債権に合わせて、金額をとりまとめたものである。

過年度分

現年度分現年度分
公
営
企
業
会
計

医療局 医事企画課 県立病院診療費
　県立病院等を利用した際に、患者が支払う
べき一部負担金のうち、前年度以前の滞納未
収金

過年度分

過年度分

過年度分

現年度分現年度分

特
別
会
計

商工労働観光部 経営支援課 中小企業振興資金特別会計

　中小企業の設備の近代化、又は中小企業組
合等の事業の高度化のため、県又は県と
（独）中小企業基盤整備機構が連携し貸付け
た貸付金

保健福祉部 子ども子育て支援室 母子父子寡婦福祉資金特別会計
　母子、父子及び寡婦が扶養している子の修
学資金等として借用した母子福祉資金、父子
福祉資金及び寡婦福祉資金貸付金の償還金

農林水産部 団体指導課 林業・木材産業改善資金貸付金
　林業者等が経営改善を図るために行う生
産、加工、販売等の新たな取組に必要な資金
を無利子で貸し付けた貸付金

過年度分

現年度分現年度分

過年度分過年度分

現年度分 現年度分

過年度分

2,350,311千円

493,936千円

21,291千円

136,986千円

1,387,010千円

合　計

1,402,952千円

141,262千円

22,281千円

482,785千円

2,338,651千円
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